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１ 概要 
⑴ 件名 

令和７年度「暮らすまち下京・魅力発信プロジェクト（仮称）」に係るウェブサイト構築及び運

用保守等業務 
⑵ 目的 

   本市の人口動態は、結婚・子育て期や就職期の若い世代の転出が顕著となっており、減少局面と

なっている。一方、下京区においては、人口は微増状態ではあるが、特に、子育て期の人口を引き

続き維持するためには、「子育てに魅力のある下京区」を発信する必要がある。 
   本業務では、定住移住促進・関係人口創出に資するコンテンツを含めたウェブサイトを構築し、

地域ならではの情報や子育て支援情報等を発信することで、「暮らすまち」としての下京区の魅力

を発信することを目的としており、これを効率的かつ効果的に遂行するため、事業企画・運営業務

を委託するものである。 
⑶ 業務の概要 

本業務は、「暮らすまち下京・魅力発信プロジェクト（仮称）」に係るウェブサイト（以下「ウェ

ブサイト」という。）を構築し、インターネット上で公開するとともに、ウェブサイトを運営する

ためのシステムを構築し、本市に提供するものである。 
受託者は、本市が用意する京都自治体情報セキュリティクラウド（以下「京都 SC」という。）の

サービスを利用して、本市が必要とするシステムを構築することとする。 
⑷ 委託内容と納入成果物 

ア 委託内容 
（ア） ウェブサイトのデザイン 

下京区独自ウェブサイト「下京地域情報サイト（https://shimogyo.city.kyoto.lg.jp/）」及び

「下京子育て応援情報（https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/）」の構成やデザイン、レ

イアウト等を参考に、市民等に完結明瞭に伝えることができるよう、デザインを行うこと。デ

ザインに当たっては、利用者が目的の情報に容易にたどり着けるよう整理されたレイアウトと

すること。 
なお、タブレットやスマートフォンからの閲覧にも対応したウェブサイトとすること。 

（イ） ウェブサイトの構築 
京都 SC のウェブサーバにウェブサイトを構築するとともに、職員が容易にコンテンツを管

理、更新するために必要な環境を整備すること。 
なお、京都 SC のウェブサーバの概要については、別紙１「京都自治体情報セキュリティク

ラウドのウェブサーバの概要」を参照すること。 
（ウ） コンテンツの作成・登録 

市民等に効果的に情報を伝えられるよう、コンテンツの作成及び写真（本市が提供）等の加

工を行うこと。掲載するコンテンツについては、別紙２「コンテンツ一覧」のとおり作成する

こととし、本市の承認を得たうえで公開すること。また、作成したコンテンツをウェブサイト

で公開するための必要な作業を行うこと。 
また、別紙２「コンテンツ一覧」の内容に関して、各コンテンツの集約方法や新たに追加を

https://shimogyo.city.kyoto.lg.jp/
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/
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検討すべきコンテンツがある場合は、積極的に独自提案を行うこと。 
（エ） ウェブサイトの運用保守 

ウェブサイト公開後から契約期間終了までの間、ウェブサイトを安定かつ安全に運用するた

めに必要な運用保守業務を実施すること。 
（オ） その他 

その他、ウェブサイトを公開するために必要な業務はすべて本委託に含めるものとする。 
イ 納入成果物 
  成果物は紙媒体及び電磁媒体（CD-ROM 又は DVD-R）で各２部、本市に納入すること。 

成果物 内容 納入時期 

実施計画書 実施体制、実施内容、スケジュール等を実施計画としてまと

めたもの。 

受託後の提出

指示後２週間

以内 

設計書（ワイヤー

フレーム） 

要件定義書に記載された内容を実現するために、実装機能、

画面操作、生成及び保管データの概要などの基礎的な事項

や、プログラム仕様などの技術的な事項をまとめたもの。 

受託後の提出

指示後２週間

以内 

ソースコード ウェブサイトの構成ファイル一式 納品時 

機器 別途本市にて調達するため、成果物には含めない。 － 

ネットワーク 別途本市にて調達するため、成果物には含めない。 － 

ソフトウェア 

京都 SC の標準構成により構築する場合は、別途本市にて調

達するため、成果物には含めない。ただし、標準構成におい

ても、稼働に当たり追加して必要な関数及びモジュール等に

ついては、受託者で対応すること。 
プロダクト持込により構築する場合は、構築に当たり必要と

なるソフトウェアについては受託者の調達範囲に含まれる。 

－ 

操作手順書及び運

用手順書 システムの操作方法や運用方法をまとめたもの。 納品時 

障害対応マニュアル 障害時における復旧手順等についてまとめたもの。 納品時 

完成図書 上記の成果物で最終確定したもの。 検収時 
⑸ 実施スケジュール 

ウェブサイト構築業務は、以下のスケジュールに基づき概ね８月までに完了するものとし、公開

から契約期間終了までの間は、必要な運用保守業務を実施するものとする。詳細については、下京

区役所と調整を行うこと。 
工程 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月～３月 

プロジェクト実施計画作成      
要件定義      
ウェブサイトのデザイン      
ウェブサイトの構築      
コンテンツの作成・登録      
ウェブサイトの確認      
ウェブサイトの公開      
運用保守      
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２ システムの要件 
⑴ 機能要件 

ウェブサイトの構築については、ウェブサイトの更新作業が職員で容易にできるような機能を設

けること。その際、画像、動画、表等が容易にアップロードできるようにすること。ただし、サー

バーに負荷がかかるため、動画のストリーミング配信は実施しないこととする（YouTube へのリン

ク（サムネイル表示）は可能）。 
⑵ 画面要件 

ウェブサイトを更新する際の入力画面及びプレビュー画面を設けること。 
 

３ 規模及び性能の要件 
⑴ 規模要件 
ア サイト管理端末数 
  端末（クライアント PC） １０台程度 
イ サイト管理端末設置箇所 
  下京区役所 地域力推進室及び同区役所 保健福祉センター子どもはぐくみ室並びに 

総合企画局 プロジェクト推進室 
⑵ 性能要件 

ウェブサイトは、広く一般に公開し、インターネットからアクセス可能であることから、掲載す

るコンテンツ等により一時的なアクセスの増加が見込まれる。ウェブサイトへのアクセスが増加し

た場合であっても、利用者がストレスなく利用できるよう、通常 3 秒以内にレスポンスがあること。 
ただし、大量のデータのアップロード、ダウンロード等が見込まれる処理については、事前に本

市と協議を行うこと。 
⑶ ドメインの要件 

ウェブサイトのドメインについては、「shimogyo.city.kyoto.lg.jp」とすること。 
 

４ 情報セキュリティ要件 
ウェブサイトの構築に当たっては、京都市情報セキュリティ対策基準を順守し、本市が要求する情

報セキュリティ水準を満たすとともに、以下の対策を講じること。 
本市が要求する情報セキュリティ水準を満たすため、管理責任者の設置等、情報セキュリティ管理

体制を整備するとともに、以下の対策を講じること。 
⑴ アクセス制御 
ア ユーザ認証 

ウェブサイトのコンテンツの更新や運用保守等を行う職員等について、ユーザごとに ID を発

行し、ユーザ ID 及びパスワードによる認証を行うこと。 
  イ 権限制御 

ユーザの担当する業務及び役割等によって、ユーザごとにアクセス権限が設定でき、ユーザの

アクセス権限に応じ、利用可能な機能の制御が行えること。 
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システム管理者 
（下京区役所地域力推

進室の課長級職員を想

定） 

システム情報の変更、ユーザの登録・変更・削除、コンテンツの追

加・更新・削除に関する承認を可能とすること。 

保守運用担当者 
（受託事業者を想定） 

システム管理者から承認を受けたシステム情報の変更、ユーザの登

録・変更・削除、コンテンツの追加・更新・削除を可能とするこ

と。 
コンテンツ作成者 
（下京区役所地域力推

進室及び同区役所保健

福祉センター子どもは

ぐくみ室並びに総合企

画局プロジェクト推進

室の職員） 

コンテンツの追加・更新・削除等を可能とすること。 

一般利用者（区民等） コンテンツの閲覧のみ可能とすること。 
ウ パスワード管理 

（ア） パスワードは、英字（大文字・小文字）、数字、記号を組み合わせた8文字以上の文字列を設

定できること。 
（イ） パスワードは、ユーザ自身が任意のタイミングで変更でき、システム管理者において、パス

ワードの有効期間を設定できること。 
（ウ） パスワードを不正利用されないよう、ハッシュ化の技術を用いて保管するなど、適切に管理

できること。 
エ 不正ログインの防止 

（ア） 認証が必要な機能には、イントラネットパソコン又は保守担当者のパソコンからのみアクセ

ス可能とするよう制限を行うこと。 
（イ） 同一のユーザ ID によるログイン試行が 5 回失敗した場合は、当該ユーザ ID のアカウントロ

ックが掛かること。 
なお、アカウントロックはシステム管理者が解除できることとする。 

⑵ 通信 

ア ウェブサイトで公開する全てのページについて、TLS1.2 以降により暗号化すること。 
イ 暗号化に必要なサーバ証明書については、本市が指定するものを利用すること。 

⑶ ログの取得 

ア ウェブサイトのアクセスログを取得すること。 
イ 認証が必要な機能の操作については、ユーザ ID ごとに操作ログを取得することとし、取得し

た操作ログは、システム管理者がウェブサイトの画面から確認できること。 
ウ 取得したログは 1 年間保存し、年２回程度、調査、分析、報告すること。なお、報告時期や報

告形式等については、本市と受託者において協議のうえ、決定する。 
⑷ バックアップの取得 

ア 定期的にシステム及びデータのバックアップを取得し、システム及びデータの復旧を可能とす

ること。 
イ 障害発生時等に、速やかにシステム及びデータを復旧できるよう機能を設計するとともに、復

旧手順等を備えること。 
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⑸ 不正プログラム対策 

京都 SC のプロダクト持込構成の場合については、以下の対策を実施すること（標準構成の場合

は、京都 SC 側において不正プログラム対策を実施するため、本業務の対象外とする。）。 

ア サーバには、ウイルス対策ソフトを導入すること。 
イ ウイルス対策ソフトは、常に最新のバージョンを利用できるとともに、ウイルス対策ソフトの

定義ファイルが更新された場合は、速やかに適用できること。 
ウ スケジューリングにより、定期的にウイルススキャンを行えること。 

⑹ ぜい弱性対策 

ア 導入するソフトウェアについては、修正プログラムやバージョンアップの提供等、開発元のサ

ポートがある信頼性の高い製品を利用すること。 
イ 導入した OS やソフトウェアにぜい弱性が発見された場合は、システムへの影響、重要性等を

検証のうえ、速やかに修正プログラムを適用できること。 
⑺ 京都 SC 付加機能 

ウェブサイトの構築に当たっては、京都 SC において提供される以下の付加機能を利用すること。 
ア ウェブアプリケーションファイアウォール 
イ バックアップ 
ウ ウイルス対策（標準構成の場合のみ。） 
エ 改ざん検知 
オ NTP（時刻同期） 

⑻ その他 

独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が公開する「安全なウェブサイトの作り方」などを参考

に、SQL インジェクション、クロスサイトスクリプティング等の起こりうるセキュリティ面のぜい

弱性に対し、最新の対策をしたうえで導入すること。その他、情報漏えいや改ざんへの対策が十分

に講じられていること。 
 
５ システムの拡張性等の要件 

⑴ 性能の拡張性 
将来的にウェブサイトで取り扱うデータ量やページ数が増加した場合であっても、拡張が容易と

なるよう設計すること。 
※ 京都 SC で提供されるディスクサイズには制限（標準構成で 500GB まで）があるため、不足が

生じた場合は他サーバへの移転が容易となるように設計すること。 
⑵ 機能の拡張性 

今後、新たな機能が追加されることを想定し、機能の追加等が容易となるよう設計すること。 
⑶ 上位互換性 

ウェブサイトで使用する OS やソフトウェアのバージョンアップがあった場合でも、その影響が

小さくなるよう設計すること。 
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⑷ システム中立性 
ア 特定の技術や製品に依存せず、継続的に安定した品質保証が受けられるオープンかつ標準的な

技術を採用すること。ウェブサイトの運用保守においても、特定の事業者に依存することなく、

他事業者でも変更及び引継ぎが可能であること。 
イ ウェブサイトの移行が必要となった場合に、円滑にデータ移行ができるよう、ウェブサイトで

管理するデータを汎用的なデータ形式で出力できるようにすること。 
 

６ システムの稼動環境 
⑴ 全体構成 

 

ア ウェブサイトは京都 SC のウェブサーバを用いて構築することとし、構築に当たっては、事前

に総合企画局デジタル化戦略推進室と協議すること。 
イ ウェブサイトの構築、運用保守に当たり追加で必要となるソフトウェア、モジュール及びプラ

グイン等の導入、設定、運用保守及びそれに伴うウェブサーバの設定については、受託者があわ

せて行うこと。 
ウ ウェブサイトは次のクライアント要件をサポートすることとし、レイアウトやデザインの崩れ

が生じないこと。また、利用者のブラウザに対して新たなプラグイン等のインストールを求める

アプリケーションは使用しないこと。 

イントラネットパソコン OS：Microsoft Windows 10 以降 
ブラウザ：Internet Explorer 11 以降のほか、Microsoft Edge、

Mozilla Firefox、Google Chrome 等の主要なブラウザのシステム

構築時点における最新版において正常に動作すること。 
利用者のパソコン、 
スマートフォン等 

OS：Microsoft Windows、macOS、Android、iOS 
ブラウザ：主要なブラウザ（Internet Explorer、Microsoft 

Edge、Apple Safari、Mozilla Firefox、Google Chrome）のウェブ

サイト構築時点における最新版 
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⑵ ハードウェア要件 

京都 SC で提供するウェブサーバの標準構成又はプロダクト持込構成のいずれかとすること。 
⑶ ソフトウェア要件 

ア 修正プログラムやバージョンアップの提供等、開発元のサポートがある信頼性の高い製品を使

用すること。 
イ システム構築時点において、安全性及び安定性を確認した最新バージョンを導入すること。 

⑷ ネットワーク要件 

ア イントラネットパソコンからウェブサーバへの接続は、本市既存ネットワークを使用すること。 
イ アプリケーション保守又はコンテンツ更新を目的としたウェブサーバへの接続は、原則として

オンサイトで行うこと。 
ウ アプリケーション保守又はコンテンツ更新をリモートで行う場合は、NTT 西日本が提供するサ

ービスエリア内からの接続に限るものとし、VPN 接続機器には、Fortinet 社製 FortiGate シリー

ズを使用すること。また、京都 SC 側への接続サービスの申込み手続は受託者が行うこととし、

フレッツ回線の工事費、月額使用料、機器費、VPN サービス利用料金は受託者の費用負担とする。 

なお、事業者の執務室など、アプリケーション保守又はコンテンツ更新を行う環境においては、

ID カード又は生体認証等による入退室管理を行うなど、権限のない者がアクセスできないよう適

切な措置を講じること。 

⑸ アクセシビリティ要件 

高齢者や障害者を含めた誰もが支障なくウェブサイトを利用できるよう、「京都市ホームページ

作成ガイドライン」及び総務省「みんなの公共サイト運用ガイドライン」を踏まえ、JIS X 8341-
3:2016 の AA 準拠を達成すること。そのために AA 準拠で求められている試験の実施と試験結果の

公開を行うこと。 
 
７ 運用の要件 

⑴ 運用体制 
ア ウェブサイトの管理、運用を円滑に行うため、運用業務の統括者、電話及び電子メールによる

連絡窓口を有した運用体制を整備すること。 
イ 運用体制、連絡体制を明確にした運用体制図を作成し、提出すること。また、運用体制に変更

があった場合は、速やかに運用体制図を更新し、提出すること。 
⑵ 作業内容 
ア ウェブサイトの稼動時間は、24 時間、365 日とする。 
イ ウェブサイトの稼動状況、アクセス状況、リソース状況等について、定期的に確認すること。 
ウ ウェブサイトの稼動状況及び課題等について、月 1 回報告を行うこと。 
エ メンテナンス等のため、ウェブサイトを停止する必要がある場合は、事前に本市の承認を得る

こと。 
⑶ 手順書等の整備 
ア ウェブサイトの管理、運用を円滑に行うため、運用手順書を作成し、提出すること。 
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イ ウェブサイトにおいて障害等が発生した場合に、速やかに初動対応や保守担当者への連絡等が

行えるよう、夜間、休日を含む緊急時の連絡先等を含めた緊急時対応手順書を作成すること。 
⑷ 障害対応 
ア 本市から障害の連絡等を受けられる連絡体制を整備すること。なお、原則、平日（土日、祝日

及び 12月 29 日から 1月 3日までを除く。以下同じ。）の午前 8時 30 分から午後 5時 15分までと

するが、これ以外で、緊急の対応が必要となる障害が発生した場合は、可能な限り対応を行うこ

と。 
イ 障害の連絡を受けた又は障害の発生を確認した場合は、速やかに必要な措置を取ること。 
ウ 障害が復旧した場合は、速やかに障害の発生状況、原因、対応等を記載した報告書を作成し提

出すること。また、同様の障害が発生することを防ぐ是正措置、予防措置を実施すること。 
 

８ 保守の要件 
⑴ ソフトウェア保守 

ア 導入したソフトウェアにおけるぜい弱性の有無の確認を行うととともに、ソフトウェアに係る

修正プログラムが公開された場合は、ウェブサイトへの影響、重要性等を検証のうえ、速やかに

修正プログラムを適用すること。また、修正プログラムの適用状況については本市に報告するこ

と。 
イ レイアウトの変更等、ウェブサイトの軽微な変更、修正は、保守の範囲として対応すること。 

なお、軽微な変更、修正の範囲については、本市と協議のうえ、決定することとするが、パソ

コンやスマートフォン等の OS やブラウザのバージョンアップに伴い、ページの表示崩れなどが

発生した場合は、保守の範囲として対応すること。 
ウ 導入したソフトウェア、モジュール、プラグイン等の変更にあわせてウェブサーバの設定変更

が必要な場合は、保守の範囲として対応すること。 
エ 京都 SC のメンテナンス作業や機器更新作業等により、ソフトウェアの動作確認等が求められ

た場合は、保守の範囲として対応すること。 
オ 不具合の修正は、保守の範囲として対応すること。 

⑵ ハードウェア保守 

京都 SC で提供するウェブサーバのハードウェア保守は、保守業務の対象外とする。 
⑶ 不正プログラム対策 

京都 SC のプロダクト持込構成の場合については、以下の対策を実施すること。（標準構成の場合

は、京都 SC 側において不正プログラム対策を実施するため、本業務の対象外とする。） 
ア ウイルス対策ソフトは、常に最新のバージョンを利用すること。 

イ ウイルス対策ソフトの定義ファイルが更新された場合は、速やかに適用すること。 

ウ スケジューリングにより定期的にウイルススキャンを行うこと。 

 



９ 

９ 実施体制等の要件 

⑴ 実施体制 
本業務を確実に履行できる体制を設けること。業務に当たっては、関連法令等を遵守すること。

また、緊急に仕様書に書かれていない業務が必要になった場合は、委託者と協議のうえ、両者の合

意が得られた場合はこれを実行できるものとする。業務の遂行に必要な委託者の保有する資料につ

いては、可能な限りこれを貸与する。 
⑵ 作業場所等 
ア 作業場所及び開発環境等必要な機材については、受託者において用意すること。 
イ 本市が承認した作業場所以外で業務を行わないこと。 
ウ 本市庁舎及び京都 SC 作業場所において作業を実施する場合は、作業内容及び作業日程、作業

時間について、事前に本市の承認を得ること。なお、京都 SC作業場所での作業は、平日の午前9

時から午後 5時 30 分までに実施すること。 
⑶ 進捗状況の報告 

受託者は、本業務の遂行に当たり、適時に委託者との協議を行い、業務の進捗状況その他必要事

項について報告を行うものとする。 
⑷ 疑義が生じた場合等の対応 

本仕様書に定めのない事項及び業務の遂行に当たり疑義が生じた場合は、委託者と受託者の協議

によりその解決を図るものとする。 
⑸ 業務の完了報告 

業務が完了したときは、速やかに本市が定める方法により、業務完了報告書を提出すること。な

お、業務の完了とは、本業務において制作したウェブサイトが「１⑷イ 納入成果物」に定めた方

法により納入され、委託期間内にウェブサイトの保守及び運営が問題なく行われたことを本市が確

認することによって完了するものとする。 
⑹ 業務完了時検査及び委託料の清算 

本業務の委託料は、業務終了後、本市の検査を受け清算するものとする。なお、受託者は、必要

な証拠書類を本市に示し、検査を受検するものとする。本市は、必要により証拠書類などの写しを

受託者から求めることができるものとする。 
 

10 制約条件 

⑴ 作業の実施場所は、本市が指定し、又は許可した場所で実施しなければならない。 
⑵ 本市のネットワークに、外部から接続することはできない。 
⑶ 本市のネットワークに、許可されていない端末を接続することはできない。 
⑷ 令和８年８月３１日までに、全ての作業を完了し、検収を受けなければならない。 
⑸ 導入に必要な設定変更作業は、本市及び京都 SC 運用保守業者と調整のうえ実施すること。 

 
11 特記事項 

⑴ この調達に係る業務を遂行するに当たって、新たに発生した設計書類等及び開発部分（市販の汎

用アプリケーション等パッケージソフトに帰属する部分を除く。）の著作権（著作権法第２７条及
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び第２８条に規定する権利を含む。）その他権利については、本市に帰属するものとし、受託者は

成果物に関する著作者人格権を行使しない。 
⑵ この調達の範囲内で、第三者が権利を有する著作物又は知的所有権等を利用する場合は、受託者

の責任において、その権利の使用に必要な費用を負担し、使用許諾契約に係わる一切の手続を行う。 
⑶ この調達の範囲内で、本市に帰属しない著作物がある場合にあっては、受託者は、本市に当該著

作物の関連文書を成果物として納入するものとし、この関連文書についても上記⑴及び⑵に準じる。 
⑷ 受託者は、本仕様書によるほか、別紙３「電子計算機による事務処理等（システム開発・保守）

の委託契約に係る共通仕様書」（以下「共通仕様書」という。）に従い本業務を遂行すること。 
なお、本仕様書に定める内容と共通仕様書に定める内容との間に相違がある場合は、本仕様書に

定める内容を優先するものとする。 
 
12 独自提案 

本仕様の定めにない内容であっても、本ウェブサイトの設置目的に適うと思われる機能や方法、仕

様等がある場合は、積極的に独自提案を行うこと。 
 
13 その他 

本仕様に定めのない事項については、本市と受託者において協議のうえ、決定する。 
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京都自治体情報セキュリティクラウドのウェブサーバの概要 

 
京都自治体情報セキュリティクラウド（以下「京都 SC」という。）のウェブサーバは、以下の標準構

成又はプロダクト持込の条件にて提供する。ウェブサイトの構築、運用保守に当たり追加で必要となる

ソフトウェア、モジュール、プラグイン等の導入、設定、運用保守及びそれに伴うウェブサーバの設定

については、ウェブサイトを構築する側で実施する必要がある。ウェブサーバの設定変更に管理者権限

が必要となるような設定変更の場合は、プロダクト持込構成となる。 
なお、ウェブサーバは障害対策として vSphere HA 機能で冗長化しており、物理サーバの障害時におい

ても別筐体へのライブマイグレーションにより継続したサービス提供を可能としている。 
 
１ 標準構成 

1 提供リソース及びソフトウェア 

京都 SC で提供するウェブサーバの標準構成は以下のとおりとする。 
サーバ vCPU 数 4、メモリ 8GB、ストレージ 500GB 

OS Redhat Enterprise Linux 8 

ウェブサーバソフトウェア Apache HTTP Server（導入時点での最新版） 

CMS WordPress（導入時点での最新版） 

プラグインの詳細は受託者にのみ開示する。 

DB、ミドルウェア 導入時点の最新版。詳細は受託者にのみ開示する。 

ウイルス対策ソフトウェア 詳細は受託者にのみ開示する。 

払出アカウント権限 Apache グループ権限のアカウント 

（コンテンツを配置するディレクトリの編集可）が付

与されます。 

 

2 制限事項 

・ ディスク容量を要するバックアップサーバ、データベースと連携するような高度なアプリケー

ションサーバの利用はできません。 

・ サーバ負荷が大きいストリーミング配信サーバ等の利用はできません。 

・ 個人情報や機密情報を保存するサービスには利用できません。 

・ 標準構成で利用可能な範囲を超えた利用（root 権限を利用する作業が伴う設定変更）、プログ

ラム追加については、京都 SC のサポート範囲外となり、プロダクト持込構成の扱いとなりま

す。 

・ WordPress へのプラグインの追加や、設定パラメータの変更等は標準構成サポート外となり、

受託者側の責任での利用となります。 

・ 外部から内部への通信については、HTTP、HTTPS 以外の通信は許可されません。 
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3 保守の役割分担 
 監視 故障・障害 

対応 
パッチ運用 バージョン

アップ 
構成管理 Web 

コンテンツ 
移行・更新 

Web コンテンツ  受託者   受託者 受託者 
Web サーバ  京都 SC 京都 SC 京都 SC 京都 SC  
CMS、DB  受託者 受託者（※） 受託者 受託者  
ミドルウェア  京都 SC 京都 SC 京都 SC 京都 SC  
サーバ OS 京都

SC 
京都 SC 京都 SC 京都 SC 京都 SC  

ハイパーバイザ 京都

SC 
京都 SC 京都 SC  京都 SC  

基盤 京都

SC 
京都 SC   京都 SC  

 （※）パッチ適用は自動更新を基本としますが、手動更新については、受託者責任において、設定変

更が可能です。 
 （※）緊急性のあるパッチ適用が必要な場合は、強制的に京都 SC 側でパッチ適用を実施する場合が

あります。 
 
２ プロダクト持込 

1 提供リソース及びソフトウェア 

標準構成と異なる構成が必要な場合はプロダクト持込も可能とするが、以下の基本仮想サーバ構

成のリソースの範囲で提供する。基本仮想サーバ構成を超える場合は、最大 3 倍までを限度に調整

して決定する。 
・ 基本仮想サーバ構成 

CMS サーバ vCPU 数 1、メモリ 8GB、ストレージ 250GB 

ウェブサーバ vCPU 数 2、メモリ 8GB、ストレージ 250GB 

・ OS は RHELv7 をご利用の場合、京都 SC 提供のものが利用でき、サーバ管理者権限のアカウ

ントが付与される。 
 

2 制限事項 

・ ディスク容量を要するバックアップサーバ、データベースと連携するような高度なアプリケー

ションサーバの利用はできません。 

・ サーバ負荷が大きいストリーミング配信サーバ等の利用はできません。 

・ 個人情報や機密情報を保存するサービスには利用できません。 

・ 外部から内部への通信については、HTTP、HTTPS 以外の通信は許可されません。 
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3 保守の役割分担 
 監視 故障・障害 

対応 
パッチ運用 バージョン

アップ 
構成管理 Web 

コンテンツ 
移行・更新 

Web コンテンツ  受託者   受託者 受託者 
Web サーバ 
(受託者持込) 

受託者 受託者 受託者 受託者 受託者  

CMS、DB、ミドルウ

ェア 
(受託者持込) 

受託者 受託者 受託者 受託者 受託者  

サーバ OS 
(受託者持込の場合) 

受託者 受託者 受託者 受託者 受託者  

サーバ OS 
(京都 SC 提供) 

京都

SC 
京都 SC 
（※） 

京都 SC 
（※） 

京都 SC 
（※） 

京都 SC 
（※） 

ハイパーバイザ 京都

SC 
京都 SC 京都 SC  京都 SC  

基盤 京都

SC 
京都 SC   京都 SC  

 （※）ゲスト OS が京都 SC 提供の RHELv7 の場合、京都 SC でメンテナンスが行われますが、受託

者側でメンテナンスを行う場合、受託者に管理者権限が渡されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



１４ 

コンテンツ一覧 
コンテンツ 概要 

知る ・区の概要（新規作成。原稿は提供する。） 
・エリアマップ（新規作成。下京区の魅力を伝えられるような地図を提案すること。） 
・「下京地域情報サイト」の「下京歴史めぐり」 

（移設。https://shimogyo.city.kyoto.lg.jp/history） 
住む ・移住について（新規作成。原稿は提供する。） 

・生活情報（当サイト内に掲載されている情報を活用するなどして情報提供する。） 
・学区情報（移設。https://shimogyo.city.kyoto.lg.jp/boards に掲載の地図、２３

学区分の https://shimogyo.city.kyoto.lg.jp/board/825.php に掲載の「学区概要」。

さらに、学区から提供された情報を本市職員が追加できる構成を提案すること。） 
・学区五十音順リストを検索可能な構成で提案すること（新規作成） 
https://www.city.kyoto.lg.jp/shimogyo/cmsfiles/contents/0000225/225348/benric
ho9-6.pdf を参考 

はぐくむ ★遊び場・交流の場 

https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/play/index.php から、 
「児童館・学童保育」 
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/play/index.php?type=jidoukan 
「子育てサークル」 
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/play/index.php?type=circle 
「子育てサロン」 
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/play/index.php?type=salon 
「つどいの広場ほか」 
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/play/index.php?type=other 
「公園」 
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/play/index.php?type=park 
について、地図による所在地の情報と施設についての説明を移設 
★保育園・幼稚園  
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/preschool/index.php から、 
「保育園」 
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/preschool/index.php?type=hoikuen 
「幼稚園」 

https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/preschool/index.php?type=youchien 
について、地図による所在地の情報と施設についての説明を移設 
★医院・診療所(小児科など)  

https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/hospital/index.php 
について、地図による所在地の情報と施設についての説明を移設 

★子育てに関する相談先 

https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/info/index.php 
の内容を移設 
★子どもはぐくみ室からのお知らせ 

・子どもはぐくみ室について 

https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/about/index.php 
の内容を移設 

・子どもねっと下京（リンク） 

https://www.city.kyoto.lg.jp/digitalbook/page/0000002408.html 
・下京はぐくみだより「たんぽっぽ」（リンク）

https://www.city.kyoto.lg.jp/shimogyo/page/0000133757.html 
・下京赤ちゃんねっと事業 （リンク）

https://www.city.kyoto.lg.jp/shimogyo/page/0000330980.html 
・マタニティウェア・ベビー服「リユース会」（リンク）

別紙２ 

https://shimogyo.city.kyoto.lg.jp/history
https://shimogyo.city.kyoto.lg.jp/boards
https://shimogyo.city.kyoto.lg.jp/board/825.php
https://www.city.kyoto.lg.jp/shimogyo/cmsfiles/contents/0000225/225348/benric
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/play/index.php
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/play/index.php?type=jidoukan
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/play/index.php?type=circle
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/play/index.php?type=salon
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/play/index.php?type=other
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/play/index.php?type=park
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/preschool/index.php
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/preschool/index.php?type=hoikuen
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/preschool/index.php?type=youchien
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/hospital/index.php
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/info/index.php
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/about/index.php
https://www.city.kyoto.lg.jp/digitalbook/page/0000002408.html
https://www.city.kyoto.lg.jp/shimogyo/page/0000133757.html
https://www.city.kyoto.lg.jp/shimogyo/page/0000330980.html
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https://www.city.kyoto.lg.jp/shimogyo/page/0000323029.html 
・プレママ・パパ教室（リンク）

https://www.city.kyoto.lg.jp/shimogyo/page/0000322914.html 
・離乳食講習会（リンク） 

https://www.city.kyoto.lg.jp/shimogyo/page/0000337059.html 
・赤ちゃん人形貸出事業（区ホームページ作成予定） 

・パパ・ママの健康（感染症情報含む）（移設） 

 https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/parents/index.php 
・パパのための子育て応援情報（移設） https://shimogyo-

kosodate.city.kyoto.lg.jp/parents/todad.php 
・京都市の妊娠期からの子育て支援施策（京都市子育てインデッ 

クス～年齢別の主な制度早見表～）（リンク） 

https://www.city.kyoto.lg.jp/hagukumi/page/0000291482.html 
 ・京都はぐくみアプリ「はぐくーも KYOTO」（リンク） 

  https://kyoto-city.mamafre.jp/ 
★地域の子育て支援・子ども若者の居場所（リンク） 

・浄土真宗本願寺派 重点プロジェクト推進室『みんなの笑顔食堂』 

 https://www.hongwanji.or.jp/news/cat5/cat1/ 
・カフェバー＆レンタルスペース『すずなりランタン』 

 https://blog.canpan.info/sacula/archive/25 
・オトナリラボ https://ovalplan.co.jp/otonari-labo/ 
・きょうと里親支援・ショートステイ事業拠点『ほっとはぐ』

https://www.hot-hug.com/ 
・産後ケア施設『baby.mam（ベビマム）』 

https://babymam.onedrop-kyoto.net/ 
・下京区社会福祉協議会 

https://bootstrap.rbi.skyhigh.cloud/clientless/#url=https://shimogyoku-
syakyo.jp/ 

・下京青少年活動センター https://ys-kyoto.org/shimogyo/ 
※随時、本市職員が上記以外の施設を追加できる構成を提案すること。 

 

触れる・つなが

る 
・ウェブサイト完成後、区民等へインタビュー記事を掲載予定。随時、本市職員

が記事を掲載できる構成を提案すること（新規作成）。 
・「 下 京 地 域 情 報 サ イ ト 」 の 「 下 京 ま ち ス ト ー リ ー 」（ 移 設 。

https://shimogyo.city.kyoto.lg.jp/story。なお、随時、本市職員が情報を追加でき

るような構成にすること。） 
お知らせ機能 ・「 下 京 地 域 情 報 サ イ ト 」 の 「 京 都 駅 周 辺 の ま ち づ く り 」（ 移 設 。

https://shimogyo.city.kyoto.lg.jp/west。なお、随時、本市職員が情報を追加でき

るような構成にすること。） 
※地図（Google Map）を活用した情報提供を行う。テーマごとの地図を新規作成できること。テーマ

の例は「子育て施設」「遊び場・交流の場」「小児科」など。テーマごとに、地図には、任意のマーカー

を設置できるようにし、各マーカーをクリックすると、その地点についての説明文を読めるようにする

こと。 
 

 
 
 
 

https://www.city.kyoto.lg.jp/shimogyo/page/0000323029.html
https://www.city.kyoto.lg.jp/shimogyo/page/0000322914.html
https://www.city.kyoto.lg.jp/shimogyo/page/0000337059.html
https://shimogyo-kosodate.city.kyoto.lg.jp/parents/index.php
https://shimogyo-
https://www.city.kyoto.lg.jp/hagukumi/page/0000291482.html
https://kyoto-city.mamafre.jp/
https://www.hongwanji.or.jp/news/cat5/cat1/
https://blog.canpan.info/sacula/archive/25
https://ovalplan.co.jp/otonari-labo/
https://www.hot-hug.com/
https://babymam.onedrop-kyoto.net/
https://bootstrap.rbi.skyhigh.cloud/clientless/#url=https://shimogyoku-
https://ys-kyoto.org/shimogyo/
https://shimogyo.city.kyoto.lg.jp/story
https://shimogyo.city.kyoto.lg.jp/west


１６ 

 
令和５年４月１日改正 

 

電子計算機による事務処理等（システム開発・保守）の委託契約に係る共通仕様書 
 

（総則） 

第１条 この電子計算機による事務処理等（システム開発・保守）の委託契約に係る共通仕様書（以下

「共通仕様書」という。）は、電子計算機による事務処理等（システム開発・保守）の業務委託にお

いて、情報セキュリティの確保など委託業務の適正な履行を確保するために共通して必要となる事項

を定めるものである。 
２ 共通仕様書に定める内容と個別仕様書に定める内容との間に相違がある場合は、個別仕様書に定め

る内容が優先する。 
 

（履行計画） 

第２条 受注者（複数の事業者で構成する連合体が委託業務を履行する場合にあっては、当該連合体の

全ての構成員をいう。以下「乙」という。）は、委託業務の履行に着手する前に、履行日程及び履行方

法について京都市（以下「甲」という。）に届け出て、その承諾を得なければならない。 

２ 乙は、甲が委託業務の内容を変更した場合に、履行日程又は履行方法を変更するときは、あらかじ

め甲の承諾を得なければならない。乙の事情により、履行日程又は履行方法を変更するときも、同様

とする。 

 

（秘密の保持） 

第３条 乙は、委託業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報及び秘密を第三者に漏らしては

ならない。契約期間終了後又は契約解除後も、同様とする。 

 

（目的外使用の禁止） 

第４条 乙は、次に掲げるものを委託業務の履行以外の目的に使用してはならない。 

⑴ 契約目的物 

⑵ 甲が乙に支給する物品（以下「支給品」という。）及び貸与する物品（以下「貸与品」という。） 

⑶ 委託業務の履行に関し作成された入出力帳票、フロッピーディスク、磁気テープ、磁気ディスク、

光磁気ディスク、光ディスク、半導体メモリその他の記録媒体に記録された情報（甲が提供した情

報を含む。以下「データ」という。） 

 

（複写、複製及び第三者提供の禁止） 

第５条 乙は、契約目的物、支給品、貸与品及びデータについて、複写し、複製し、又は第三者に提供

してはならない。ただし、甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 
 

（作業責任者等の届出） 

別紙３ 
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第６条 乙は、委託業務に係る作業責任者及び作業従事者を定め、書面によりあらかじめ甲に報告しな

ければならない。これを変更するときも、同様とする。 

２ 作業責任者は、共通仕様書に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を監督しなければならな

い。 

３ 作業従事者は、作業責任者の指示に従い、共通仕様書に定める事項を遵守しなければならない。 

４ 乙は、全ての作業責任者及び全ての作業従事者から共通仕様書に定める事項を遵守する旨の誓約書

を徴し、甲から求めがあった場合は、これを甲に提出しなければならない。 

 

（教育の実施） 

第７条 乙は、全ての作業責任者及び全ての作業従事者に対して、情報セキュリティに対する意識の向

上、共通仕様書において遵守すべき事項その他委託業務の適切な履行に必要な事項について、教育及

び研修を実施しなければならない。 

２ 乙は、個人情報を取り扱うに当たっては、個人情報を取り扱う全ての作業責任者及び全ての作業従

事者に対し、個人情報の保護に関する法律及び京都市個人情報保護条例の罰則規定を周知するととも

に、個人情報保護のための教育及び研修を実施しなければならない。 

３ 乙は、前２項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、及び実施体制を整備しなけ

ればならない。 

 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第８条 乙は、委託業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる場合は、正社

員以外の労働者に契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 乙は、甲に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

 

（再委託の禁止） 

第９条 乙は、委託業務の全部又は一部を第三者へ委託（以下「再委託」という。）してはならない。

ただし、甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 乙は、再委託する場合は、再委託の内容、再委託の相手方、再委託の理由等を付して書面によりあ

らかじめ甲に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 乙は、再委託する場合は、再委託の相手方にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、

甲に対して、再委託の相手方の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

４ 乙は、再委託する場合は、再委託の相手方との契約において、再委託の相手方を監督するための手

続及び方法について具体的に規定しなければならない。 

５ 乙は、再委託する場合は、再委託先における履行状況を管理するとともに、甲の求めに応じて、そ

の状況を甲に報告しなければならない。 

 

（データ等の適正な管理） 

第10条 乙は、システムフローチャート、入出力帳票設計書、ファイル設計書、プログラム説明書、プ

ログラムフローチャート、プログラムリスト、コードブックその他の委託業務の履行に必要な書類
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（以下「ドキュメント」という。）、プログラム及びデータの授受、処理、保管その他の管理に当たっ

ては、内部における責任体制を整備し、漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん、盗難等を防止するなど

その適正な運営に努めなければならない。 

２ 乙は、委託業務の履行に当たって使用する電子計算機室、データ保管室その他の作業場所（以下

「電子計算機室等」という。）を定め、書面によりあらかじめ甲に報告しなければならない。これを変

更するときも、同様とする。 

３ 乙は、甲の電子計算機室等を使用する場合は、甲に対し委託業務の履行に着手する前に、甲の電子

計算機を使用する作業責任者及び作業従事者の氏名、業務内容及び従事期間を届け出なければならな

い。また、甲の電子計算機を使用しなくなった作業責任者及び作業従事者の氏名、理由を届け出なけ

ればならない。 
４ 乙の作業責任者及び作業従事者は、甲の電子計算機室等に入退室するときは、事前に甲の許可を受

けなければならない。 

５ 乙は、第２項で定める乙の電子計算機室等について、外部からの侵入が容易でない場所に配置する

とともに、地震、水害、落雷、火災、漏水等の災害及び盗難等の人的災害に備えて、必要な保安措置

を講じなければならない。 

６ 乙は、第２項で定める乙の電子計算機室等について、次に掲げる入退室管理を行わなければならな

い。 

⑴ 電子計算機室等に入室できる者を、乙が許可した者のみとすること。 

⑵ 入室を許可されていない者が電子計算機室等に入室することを防止するための必要な措置を講じ

ること。 

⑶ 入室を許可された者が電子計算機室等に入室し、又は退室するときは、日時、氏名等を入退室管

理簿に記録すること。 

７ 乙は、甲から委託業務において利用するデータ等の引渡しを受けたときは、甲に受領書を提出しな

ければならない。 

８ 乙は、個人情報を取り扱うに当たっては、個人情報を適正に管理させるために、個人情報管理責任

者を置かなければならない。 

９ 乙は、委託業務の履行のために入力機器、電子計算機及び記録媒体を使用するに当たっては、次に

掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴ 乙が許可した者以外の者が入力機器、電子計算機及び記録媒体を使用すること及びこれに記録さ

れているデータを閲覧することがないよう必要な措置を講じること。 

⑵ 入力機器、電子計算機及び記録媒体に、情報漏えいにつながると考えられる業務に関係のないア

プリケーションをインストールしないこと。 

⑶ 個人の所有する入力機器、電子計算機及び記録媒体を使用しないこと。 

10 乙は、甲及び乙の電子計算機室等からドキュメント、プログラム及びデータを持ち出してはならな

い。ただし、甲の承諾を得た場合は、この限りでない。 

11 乙は、甲及び乙の電子計算機室等からプログラム、データ等を電子データで持ち出す場合は、電子

データの暗号化処理又はこれと同等以上の保護措置を施さなければならない。 

12 乙は、ドキュメント、プログラム及びデータの輸送、搬入出を自ら行わなければならない。ただし、
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甲の書面による同意を得た場合は、この限りでない。 

13 甲は、ドキュメント、プログラム及びデータの全部又は一部の漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん、

盗難等による被害が生じた場合は、契約書第８条第１項第１号に該当するとして契約を解除すること

ができる。 

14 乙は、ドキュメント、プログラム及びデータの全部又は一部の漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん、

盗難等があったときは、甲の指定するところにより、代品を納め、原状に復し、損害（第三者に及ぼ

した損害を含む。以下同じ。）を賠償し、又は代品を納め、若しくは原状に復するとともに損害を賠償

しなければならない。 
 

（データ等の廃棄） 

第11条 乙は、委託業務が完了したとき、委託業務の内容が変更されたとき又は契約が解除されたとき

は、甲の指示に従い、ドキュメント、プログラム及びデータを廃棄し、消去し、又は甲に返還し、若

しくは引き渡さなければならない。 

２ 乙は、前項の規定により、ドキュメント、プログラム及びデータの廃棄又は消去を行うに当たって

は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴ 復元又は判読が不可能な方法により廃棄又は消去を行うこと。 

⑵ 廃棄又は消去の際に、甲から立会いを求められたときはこれに応じること。 

⑶ 廃棄又は消去を行った後速やかに、廃棄又は消去を行った日時、担当者名及び処理内容を記録し

た証明書等により甲に報告すること。なお、甲から当該証明書等の提出期限の指定及び処理の証拠

写真の提出を求められた場合には、これらに応じること。 

 

（監督） 

第12条 乙は、ドキュメント、プログラム及びデータの管理状況並びに委託業務の履行状況について、

甲の指示に従い、定期的に甲に報告しなければならない。 

２ 甲は、必要があると認める場合は、契約内容の遵守状況及び委託業務の履行状況について、いつで

も乙に対して報告を求め、乙の電子計算機室等に立ち入って検査し、又は必要な指示等を行うことが

できるものとする。 
 
（事故の発生の通知） 

第13条 乙は、当該契約目的物、ドキュメント、プログラム、データ等の漏えい、滅失、き損、紛失、

改ざん、盗難等の事故が生じたときは、直ちに甲に通知し、その指示に従い、遅滞なく書面で報告し

なければならない。契約期間終了後又は契約解除後も、同様とする。 

２ 乙は、契約目的物、ドキュメント、プログラム、データ等の漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん、

盗難等の事故が生じた場合に備え、甲その他の関係者との連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、

再発防止の措置等を迅速かつ適切に実施するために、緊急時対応計画を定めなければならない。 

３ 甲は、契約目的物、ドキュメント、プログラム、データ等の漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん、

盗難等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該事故に関する情報を公表することができる。 
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（支給品及び貸与品） 

第 14 条 支給品及び貸与品の品名、数量、引渡時期及び引渡場所は、個別仕様書に定めるところによ

る。 

２ 乙は、前項に定めるところにより、支給品又は貸与品の引渡しを受けたときは、遅滞なく甲に受領

書又は借用書を提出しなければならない。 

３ 乙は、支給品及び貸与品を善良な管理者の注意をもって保管しなければならない。 

４ 乙は、委託業務が完了したとき、委託業務の内容が変更されたとき又は契約が解除されたときは、

個別仕様書に定めるところにより、不用となった支給品及び貸与品を、使用明細書を添えて甲に返還

しなければならない。 

５ 乙は、故意又は過失により、支給品又は貸与品の全部又は一部を滅失し、又はき損したときは、甲

の指定するところにより、代品を納め、原状に復し、損害を賠償し、又は代品を納め、若しくは原状

に復するとともに損害を賠償しなければならない。 
 

（検査の立会い及び引渡し） 

第15条 甲は、契約書第４条第１項の検査に当たり、必要があると認めるときは、乙を検査に立ち会わ

せることができる。この場合において、乙が検査に立ち会わなかったときは、乙は、検査の結果につ

いて異議を申し立てることができない。 

２ 甲は、契約書第４条第１項の検査に当たり、必要があると認めるときは、契約目的物を電子計算機

による試行、試験等により検査することができる。この場合において、当該検査に直接要する費用は、

乙の負担とする。 

３ 乙は、契約書第４条第１項の規定による検査に合格したときは、直ちに、納品書を添えて、契約目

的物を甲の指定する場所に納入するものとし、納入が完了したときをもって契約目的物の引渡しが完

了したものとする。 

 

（契約の解除） 

第16条 甲は、乙が個別仕様書又は共通仕様書の内容に違反していると認めたときは、契約書第８条第

１項第１号に該当するとして契約を解除することができる。 

２ 甲は、前項の規定により契約を解除したときは、乙に損害賠償の請求を行うことがある。 

３ 乙は、第１項の規定により契約の解除があったときは、甲にその損失の補償を求めることはできな

い。 

 

（損害賠償） 

第17条 乙の故意又は過失を問わず、乙が個別仕様書又は共通仕様書の内容に違反し、又は怠ったこと

により、甲に損害を与えた場合は、乙は、甲にその損害を賠償しなければならない。 

 

（契約不適合責任） 

第18条 甲は、引渡しを受けた契約目的物が種類、品質又は数量に関して契約の目的に適合しないもの

であるとき（その引渡しを要しない場合にあっては、委託業務が終了した時に当該業務の目的物が種
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類又は品質に関して契約の内容に適合しないとき）は、乙に対してその不適合（以下本条において

「契約不適合」という。）の修正等の履行の追完（以下本条において「追完」という。）を請求するこ

とができ、乙は、当該追完を行うものとする。ただし、甲に不相当な負担を課するものではないとき

は、乙は甲が請求した方法と異なる方法による追完を行うことができる。 

２ 甲は、契約不適合により損害を被った場合、乙に対して損害賠償を請求することができる。 

３ 甲は、契約不適合について、追完の請求にもかかわらず相当期間内に追完がなされない場合又は追

完の見込みがない場合で、契約不適合により契約の目的を達することができないときは、契約書第８

条第１項第１号又は第２号に該当するとして契約の全部又は一部を解除することができる。 

４ 乙が本条に定める責任その他の契約不適合責任を負うのは、第１５条第３項の規定による引渡しを

受けた日から２年以内に甲から契約不適合を通知された場合に限るものとする。ただし、第１５条第

３項の規定による引渡しを受けた時点において乙が契約不適合を知り若しくは重過失により知らなか

った場合、又は契約不適合が乙の故意若しくは重過失に起因する場合にはこの限りでない。 

５ 第１項から第３項までの規定は、契約不適合が甲の提供した資料等又は甲の与えた指示によって生

じたときは適用しない。ただし、乙がその資料等又は指示が不適当であることを知りながら告げなか

ったときは、この限りでない。 

 

（作業実施場所における機器） 

第19条 委託業務の履行に必要となる機器、ソフトウェア及びネットワークについては、乙が準備する

ものとする。ただし、甲がこれを貸与する場合は、この限りでない。 

 


